
1
優良森林整備事業（森林等の安全対
策・災害に強い森づくり事業）

① 14,439,000 4,041,143 10,397,857

送配電施設に近接し、所有者の自助努力によって整備が期待できない森林に
ついて、自然災害等による施設被害を未然に防止するために森林整備を行
い、経費に対して補助した。
地拵え：1.74ha、植栽：1.08ha、下刈：1.32ha

2
優良森林整備事業（森林等の安全対
策・被害森林整備事業）

① 3,132,000 3,132,000

気象災害等により倒木などの被害を受けた、適切な管理ができない森林につ
いて、残置による病害や、二次被害を防止するために森林整備を行い、経費
に対して補助した。
地拵え：1.16ha、植栽：0.63ha、下刈：1.18ha

3
優良森林整備事業（森林等の安全対
策・地域森林環境整備事業）

① 4,889,000 4,889,000

国の災害に強い森づくり事業の対象とならない森林について、同制度と同様
に施設被害を未然に防止するために森林整備を行い、経費に対して補助し
た。
地拵え：0.51ha、植栽：0.42ha

4
カシノナガキクイムシによる被害対策
事業（花見川・稲毛公園緑地事務所）

① 14,431,620 7,878,956 6,552,664

カシノナガキクイムシによる被害の拡大を防止するため、公園緑地内におけ
る森林整備計画対象林の被害木について、伐採、撤去焼却、及び根株燻蒸処
理を実施した。
被害木伐採等105本

5
カシノナガキクイムシによる被害対策
事業（公園管理課）

① 109,266,300 62,021,300 47,245,000

カシノナガキクイムシによる被害の拡大を防止するため、公園緑地等におけ
る森林整備計画対象林の被害木について、伐採、撤去焼却、及び根株燻蒸処
理を実施した。
被害木伐採等528本

6 景観等の向上を目的とした森林整備 ① 4,974,200 4,974,200

谷津田内の森林のうち、自然災害等により荒廃し景観上の問題がある箇所
や、危険の未然防止の観点から対策が必要な箇所について、森林整備を実施
した。
整備か所：4地区、伐採93本、リサイクル処分：47.5ｔ

7
東千葉近郊特別緑地保全地区の景観等
の向上を目的とした森林整備

① 6,235,900 6,235,900

東千葉近郊緑地特別保全地区における良好な森林環境を維持するため、災害
等により発生した倒木等の支障木の処理を実施した。
風倒木伐採303本

8 特別緑地保全地区等樹木管理 ① 3,767,500 3,767,500

登戸特別緑地保全地区及び縄文の森特別緑地保全地区における倒木防止や景
観維持、防犯、不法投棄防止のための樹木管理を実施した。
支障木伐採28本

9
谷津田の森林における保全管理指針策
定

① 4,840,000 4,840,000

活動団体と連携して保全している谷津田内の森林について、計画的な整備を
実施するために保全管理指針を策定した。
対象地区：2地区13.81ha

10
森林振興推進事業（千葉県森林クラウ
ド年間利用料）

① 82,500 82,500

千葉県森林クラウドシステムを利用し、林地台帳や伐採届等の森林整備に係
る情報を活用の上管理を行った。
千葉県森林クラウドサービス利用料一式

11
里山の保全推進事業（森林ボランティ
ア育成研修支援）

② 191,200 191,200

森林の保全整備を担う森林ボランティアが、外部団体の実施するチェーン
ソーや刈払機の取り扱いに関する森林整備技術の向上のための研修参加に必
要な受講料に対し支援を行った。参加回数：10回、参加人数：11人

12 ボランティア団体森林整備用消耗品 ② 149,555 149,555

谷津田において保全活動を実施している団体（4地区5団体）に対し、森林整
備用の消耗品を支給することで、その活動を支援するとともに森林整備の推
進を図った。

13
森林振興推進事業（会計年度任用職員
の任用）

② 509,269 509,269

千葉県森林クラウドサービスを活用し、伐採届・所有者届の入力や林地台帳
の運用等の事務を速やかに行うための会計年度任用職員を任用した。

14
森林振興推進事業（千葉県森林経営管
理協議会運営費）

② 298,000 298,000

森林経営管理法及び森林環境譲与税に基づき市が新たに取り組む施策を円滑
に進めるため、千葉県、市町村及び千葉県森林組合連合会で構成する千葉県
森林経営管理協議会に入会し、負担金を拠出した。

15 丹後堰公園ウッドデッキの更新 ③ 9,130,000 8,352,300 777,700

部材の老朽化により、使用禁止となっている丹後堰公園内のウッドデッキに
ついて、県産材の活用により更新し、利用者の安全性を確保しつつ、利用再
開を図った。
ウッドデッキ：1基

16 花島公園渓流園木製デッキ更新事業 ③ 15,983,000 15,983,000

経年劣化により腐朽が進んでいる花島公園内の木製施設（デッキ及びベン
チ）について、県産材により更新し、市民にやすらぎとぬくもりのある快適
な公園を提供する。
ウッドデッキ：1基、木製ベンチ27基

17 新庁舎整備 ③ 6,190,800 3,918,000 2,272,800

千葉市役所新庁舎の表玄関となる１，２階市民ヴォイド周り（エントランス
ロビー、情報ステーション等）に県産材を活用した木製テーブル・木製ス
ツールを設置した。
木製テーブル：9基、木製スツール：12基

18 谷津田看板（国内産木材使用）の設置 ③ 1,753,400 1,753,400

谷津田に設置されている看板のうち老朽化が著しいものを撤去し、新たに県
産材を活用した看板を設置した。
標識：4基、掲示板：1基、注意板：1基

19 昭和の森木製案内板・標識更新 ③ 4,070,000 4,070,000

・地域産材を利用した木造化等を促進し、循環型社会の構築や地球温暖化の
防止、林業・木材産業の振興、森林の再生などに資する。
・昭和の森内に県産材を活用した木製指導標９基更新

20
富田さとにわ耕園他木製テーブル・ベ
ンチ設置

③ 5,830,000 5,830,000

富田さとにわ耕園、中田やつ耕園、下田農業ふれあい館に県産材（市産材）
を活用した木製テーブル・ベンチを設置した。
木製テーブルベンチ：10基

21 保育所等への木育おもちゃ配布 ④ 1,957,736 1,957,736

幼少期から木に親しめるように、間伐材等を利用した木育おもちゃ（つみ
き）を、千葉市高等特別支援学校等において製作し、市内保育等に配布し
た。さらに材料として間伐材等を用いることで、間伐材等を利用するメリッ
ト（森林の健全な育成、温暖化対策のための吸収源の整備）について、子ど
も及びその親世代に普及啓発を図った。
積み木製作224セット、市内保育所等配布28か所

22 木育環境学習イベント ④ 711,248 711,248

小学生向け（親子連れ）の木育を含む環境学習としての体験イベントを開催
し、県産材の間伐材等を利用したおもちゃや木工作等の体験を通して、木に
親しむことで間伐材等の利用のメリット（森林の健全な育成、温暖化対策の
ための吸収源の整備）について普及啓発を図った。
参加者数：305人

23
里山の保全推進事業（森林整備等普及
啓発事業支援）

④ 38,740 38,740
森林の保全整備を担う森林ボランティア団体主催の里山イベント等に使用す
る消耗品等に対し支援を実施した。

合計 212,870,968 145,624,947 67,246,021

３　令和4年度森林環境譲与税譲与金 116,324,000 (1)＝(2)+(3)

内訳 令和4年度9月期 58,162,000 (2)

令和4年度3月期 58,162,000 (3)

４　令和4年度地域環境保全基金(森林環境譲与税)への積立金総額　 66,802,687 (4)＝(5)+(1)+(6)－(7)

内訳 令和3年度地域環境保全基金（森林環境譲与税）残高 96,103,619 (5)

令和4年度森林環境譲与税譲与金 116,324,000 (1)

令和4年度地域環境保全基金（森林環境譲与税）運用利息 15 (6)

令和4年度地域環境保全基金（森林環境譲与税）事業実績 145,624,947 (7)

※令和４年度については事業総額（7）が譲与金（1）を上回ったため、積立金は無し

（２）事業一覧

【総括】
税の活用により、手入れの行き届かない森林への災害による被害を未然に防
ぐ森林整備を図ることができた。

【詳細】
・カシノナガキクイムシによるナラ枯れ被害の拡大防止に取り組んだ。

・災害防止や景観維持等を図るため森林整備を実施し、市民の安全性の向上
と愛着醸成につなげることができた。

・森林整備の担い手育成のため、里山・谷津田等で保全活動を行うボラン
ティア団体等の活動支援を行った。

・地域産材の活用により木材需要を拡大するとともに、公園・谷津田等への
木製製品を整備し、健康的で快適な空間の提供を図ることができた。

・小学生向けの木育を含む環境学習イベントを開催し、間伐材等の利用のメ
リット（森林の健全な育成、温暖化対策のための吸収源の整備）について、
保護者に対しても、普及啓発を図ることができた。

№

令和4年度　森林環境譲与税の使途公表

１　「森林環境税」及び「森林環境譲与税」
　パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から創設された税制度である。
（１）「森林環境税」
　・国内に住所を有する個人に対して課する国税として、令和6年度から課税される。（税額は年1,000円／人）
（２）「森林環境譲与税」
　・市町村が実施する森林整備等に必要な財源に充てるものとして創設されたもので、令和元年度から譲与が開始された。令和6年度以降は「森林環境税」が財源となる。
　・市町村が実施する①森林整備の他、②人材育成、③木材利用の促進、④普及啓発等の間接的なものにも活用できる。

２　令和4年度事業実績
（１）森林環境譲与税活用額
　①森林整備　　 　101,862千円　　うちカシノナガキクイムシによる被害対策事業　69,900千円（№4～5）、優良森林整備事業　12,062千円（№1～3）
　②人材育成　　　　 1,148千円　　うち会計年度任用職員の任用　 509千円（№13）
　③木材利用の促進　39,907千円　　うち花島公園渓流園木製デッキ更新事業　　15,983千円（№16）
　④普及啓発等　　　 2,708千円    うち保育所等への木育おもちゃ配布　　1,958千円（№21）
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